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（再）課程認定は、2000 年に開始されたカリキュラム以来であるため、およそ 20 年ぶりのことで
ある。この間、教職実践演習の導入等もあり、カリキュラムの変化も経験はしているが、新たな教
職課程の課題は何か、関係者の関心も高い。小論では、まず今回の制度改革の経緯と改正法の要点、






１ 1989 年教育職員免許法改正 
 1949（昭和 24）年教育職員免許法の公布、その後の課程認定制度の発足によって第 2 次大戦後の
教員養成が進んだが、現在の教員養成制度は同法の 1989 年改正によってその基盤が築かれ、次いで

















                                                        

















 実践的な研修の内容は、今日制度導入から 30 年を経過し、校内研修を中心に校外研修を織り交ぜ









基礎資格とする 1 年の教育実習を中軸とした 6 年制の教員養成への転換、またこれに連動した教員
免許更新制の廃止ということが新聞各紙に取り上げられ、10 年秋の時点では免許更新制はすぐにで
も廃止になるという観測が教育界を覆っていた。 








































 １．2012 年中教審答申 
 （１）「教職生活の全体」という捉え方 
2012 夏の時点では、教員養成全体の「高度化」の方向はかなりの程度微妙なものとして捉えら
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教育再生実行会議は、第 1 次提言（2013 年 2 月）から第 9 次提言（2016 年 5 月）まで行っている。
特に第 5 次提言「今後の学制改革等の在り方について」（2014 年 7 月 3 日）において、小中一貫教
育など学校制度改革を打ち出しており、これに対応す 免許制度の構築が求められた。さらに
これからの時代に求められる資質能力と、それを培う教育、教師の在り方について（第 7 次提言・
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 １．2012 年中教審答申 
 （１）「教職生活の全体」という捉え方 
2012 年夏 時点では、教員養成全体の「高度化」の方向はかなりの程度微妙なものとして捉えら
れていたが、2009 年以来の議論の結論であるはずの中教審答申（2012 年 8 月 28 日「教職生活の全
体を通じた教員の資質能力 総合的な向上方策について」）は「修士レベル化」をいうものの教育
実習の長期化や修士課程を経なければ教員免許を得ることができないほどのことは記さず、「教職
生活の全体を通じた」という改革の方向性が、「6 年制 にとって代わった瞬間であった。 
（２）改革の完成―新たなミッション 



















教育再生実行会議は、第 1 次提言（2013 年 2 月）から第 9 次提言（2016 年 5 月）まで行っている。
特に第 5 次提言「今後の学制改革等の在り方について」（2014 年 7 月 3 日）において、小中一貫教
育など学校制度改革を打ち出しており、これに対応する教員免許制度の構築が求められた。さらに
これからの時代に求められる資質能力と、それを培う教育、教師の在り方について（第 7 次提言・






























 この「論点整理」の公表の 6 日後となる 2014 年 7 月 29 日、文部科学大臣は「これからの学校教
育を担う教職員やチームとしての学校の在り方について」諮問を行った。この諮問から、第 5 節に
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③ 教員等の任命権者は、②を踏まえた教員研修計画を定める。  
同法改正は、第 21 条から第 23 条の教員研修関連条文の箇所に枝番号を附して行う極めて順当な
方法をとっており、同法による行政の実施に責任を持つ教育委員会に対する配慮もうかがわれる。 
 第 22 条は研修の基本条文であるが、新たに以下の４項を加えている。 
 ・第 22 条の二 校長及び教員としての資質の向上に関する指標の策定に関する指針 
 ・第 22 条の三 校長及び教員としての資質の向上に関する指標 
・第 22 条の四 教員研修計画 



















改革（教員養成 高度化） あったといえる。実現すれば第 2 次大戦後の制度改革に匹敵するもの
であった。 









 １．2012 年中教審答申 
 （１）「教職生活の全体」という捉え方 
2012 年夏の時点では、教員養成全体の「高度化」の方向はかなりの程度微妙なものとして捉えら
れていたが、2009 年以来の議論の結論であるはずの中教審答申（2012 年 8 月 28 日「教職生活の全
体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について」）は「修士レベル化」をいうものの教育
実習の長期化や修士課程を経なければ教員免許を得ることができないほどのことは記さず、「教職
生活の全体を通じた」という改革の方向性が、「6 年制」にとっ 代わった瞬間であった。 
（２）改革の完成―新たなミッション 




































③ 教員等の任命権者は、②を踏まえた教員研修計画を定める。  
同法改正は、第 21 条から第 23 条の教員研修関連条文の箇所に枝番号を附して行う極めて順当な
方法をとっており、同法による行政の実施に責任を持つ教育委員会に対する配慮もうかがわれる。 
 第 22 条は研修の基本条文であるが、新たに以下の４項を加えている。 
 ・第 22 条の二 校長及び教員としての資質の向上に関する指標の策定に関する指針 
 ・第 22 条の三 校長及び教員としての資質の向上に関する指標 
・第 22 条の四 教員研修計画 



























































改革（教員養成 高度化） あったといえる。実現すれば第 2 次大戦後の制度改革に匹敵するもの
であった。 









 １．2012 年中教審答申 
 （１）「教職生活の全体」という捉え方 
2012 年夏の時点では、教員養成全体の「高度化」の方向はかなりの程度微妙なものとして捉えら
れていたが、2009 年以来の議論の結論であるはずの中教審答申（2012 年 8 月 28 日「教職生活の全
体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について」）は「修士レベル化」をいうものの教育
実習の長期化や修士課程を経なければ教員免許を得ることができないほどのことは記さず、「教職
生活の全体を通じた」という改革の方向性が、「6 年制」にとっ 代わった瞬間であった。 
（２）改革の完成―新たなミッション 


















教育再生実行会議は、第 1 次提言（2013 年 2 月）から第 9 次提言（2016 年 5 月）まで行っている。
特に第 5 次提言「今後の学制改革等の在り方について」（2014 年 7 月 3 日）において、小中一貫教
育など学校制度改革を打ち出しており、これに対応する教員免許制度の構築が求められた。さらに
これからの時代に求められる資質能力と、それを培う教育、教師の在り方について（第 7 次提言・























































その後検討が進んでいる。2017 年 6 月までには最終的に公表されることとなっており、2017 年度末
に必要な再課程認定申請との関係が、大学にとって重要な課題となる。 
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その後も事態は かなか動かず、2013 年 10 月 15 日、ようやく中教審答申の具体化を内容とする
協力者会議報告が行われた（教員の資質能力向上に係る当面の改善方策の実施に向けた協力者会議
「大学院段階の教員養成の改革と充実等について」）。この報告は、国立教員養成系大学の大学院
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３）教育職員養成審議会答申「教員の資質能力の向上方策等について」1987 年 12 月（全国私立大
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８）全国私立大学教職課程研究連絡協議会編『教員養成制度改革資料集Ⅰ』2011 年、185 頁。 
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